
平成 29年 12月

松 本 市 長  菅 谷  昭 様

松本市特別職報酬等審議会

会 長  平 林  大 喬

特別職の報酬等の改定について (答申)

本審議会は、松本市特別職報酬等審議会条例第 2条の規定に基づき、「議員報

酬及び政務活動費の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額」について市

長から諮問を受けました。   .:｀

慎重な審議を重ねた結果、改定の適否及び適正な額等について、下記の結論

に達したので答申するものです。

審議 日程及び方法

(1)審議 日程
ア 諮問   ‐ 平成 29年 8月 29日
イ 審議      平成 29年 8月 29日 、 9月 25日 、 10月 27日

(2)審議方法

諮問を受けた特別職の報酬等の額について、特例市等人口規模類似都市及

び県内都市の特別職の報酬等の状況並びに本市における過去の特別職の報

酬等の改定状況等の資料を詳細に検討 し、意見交換 した。

議員報酬の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額

(1)議員報酬の額

現行の額に据え置くことが適当である。

12)市長、副市長及び教育長の給料の額
i

現行の額に据え置くことが適当である。

記



政務活動費の額

現行の額に据え置くことが適当である。

4 審議経過
(1)議員報酬の額並びに市長、副市長及び教育長の給料の額
議員報酬の額にういては、合併による市域拡大に伴う活動範囲の広域化
への対応や、平成 23年度に議員提案により実施した、定数削減による議
員数の抑制にも努めてきたことを評価する意見があつたほか、議員活動の

更なる充実を期待する意見もあり、平成 26年特別職報酬等審議会答申に
おいて2.0%の減額を行つていることを考慮し、現行の額に据え置くこ
とが適当との意見であつた。   ヽ
市長、副市長及び教育長については、「健康寿命延伸都市 `松本」の膚J造

を目指し、単に体の健康づくりにとどまらない「人」、「生活」、「地域」、「環

境」、「経済」、そして「教育 .=ヽ文化」の6つの領域における、人と社会の健

康づくりを目指した総合的なまちづくりに熱意を持って取り組んでおり、そ

‐ の職務や職責の重さに応じた給与水準として、現行の給料額は適当な額であ
るとの意見があったほか、特に市長、副市長は在職期間も長く、市政への貢

=献度を評価する意見もあつた。

給料額の水準については、県内市及び人口規模類似都市と比較すると、県

下第 2位の人口・経済規模の都市としてバランスのとれた額で推移している
こと、また、人口規模類似都市の平均額では、ほぼ中位に位置し、特別職の

モチベーションを考慮しても、現行の額は適正な水準を保つているとの意見

であつた。

平成 26年度の答申以降、人事院勧告による民間給与との較差に基づく一
般職給料の改定は、平成 27年度からの累計で0.68%の 増額改定となっ
ているが、現在の経済状況や市の財政状況、県内市及び人口規模類似都市と

の比較による給料額の水準や、市民感情を総合的に考慮すると、増額、減額

を行う明確な要素はなく、現行の額に据え置くことが適当との意見であつた。

(21 政務活動費について

政務活動費については、特別職の給料額と同様に県下第 2位の都市として

適切な水準にあること、また、毎年度一部の会派又は議員において返還が行

われていることからも、現行の額に据え置くことが適当であるとの意見であ
った。



5 付帯意見
特別職の報酬等の額については、一般職給与の人事院勧告における改定率

に準拠してきた経過があり、平成 26年度の答申以降、人事院勧告の官民格
差による改定率は、平成 27年から29年の累計で0.68%と なつている。
今回の審議会では、特別職の報酬等の額の改定について、人事院勧告による

影響額が少ないこと、改定すべき明確な要素がないことから据置きとなったが、

次回の特別職報酬等審議会では、松本市が目指す中核市への移行による特別職

の職務や職責の増加と、人事院勧告による影響額のO.68%に ついても、改
定根拠として考慮に入れ、報酬等め額を検討する必要があると考える。
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